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事 業 報 告

（平成28年６月１日から
平成29年５月31日まで）

　

１．会社の現況に関する事項
(1) 財産及び損益の状況

区 分
第31期

(平成26年５月期)

第32期

(平成27年５月期)

第33期

(平成28年５月期)

第34期
(当事業年度)

(平成29年５月期)

売 上 高 (千円) 4,317,156 4,559,409 5,375,983 6,108,969

経 常 利 益 (千円) 324,360 341,706 524,341 537,508

当 期 純 利 益 (千円) 190,113 229,628 355,688 379,113

１株当たり当期純利益 ( 円 ) 191.92 169.33 262.29 139.79

総 資 産 (千円) 3,075,231 2,924,644 3,131,358 3,559,771

純 資 産 (千円) 1,461,661 1,667,405 1,968,043 2,287,515

１ 株 当 た り 純 資 産 額 ( 円 ) 1,080.55 1,229.58 1,451.33 843.48

(注)1.当社は、平成25年12月24日開催の当社取締役会の決議に基づき、平成26年１月27日付で普通株
式１株を700株に株式分割いたしました。第31期の期首に当該株式分割が行われたものと仮定
して１株当たり当期純利益及び１株当たり純資産額を算定しております。

2.当社は、平成29年５月２日開催の当社取締役会の決議に基づき、平成29年６月１日付で普通株
式１株を２株に株式分割いたしました。第34期の期首に当該株式分割が行われたものと仮定し
て１株当たり当期純利益及び１株当たり純資産額を算定しております。なお、第31期の期首に
当該株式分割が行われたものと仮定して算出した場合、１株当たり当期純利益及び１株当たり
純資産額は、次のとおりとなります。

区 分
第31期

(平成26年５月期)

第32期

(平成27年５月期)

第33期

(平成28年５月期)

第34期
(当事業年度)

(平成29年５月期)

１株当たり当期純利益 ( 円 ) 95.96 84.67 131.15 139.79

１株当たり純資産額 ( 円 ) 540.28 614.79 725.67 843.48

3.各事業年度の主な変動要因は、次のとおりであります。
第31期………前事業年度より売上高及び経常利益が増加し、当期純利益も増加しております

が、これは主力の自社不動産売買事業において、販売件数が251件と前事業年度
の205件から増加したためであります。

第32期………前事業年度より売上高及び経常利益が増加し、当期純利益も増加しております
が、これは主力の自社不動産売買事業において、販売件数が275件と前事業年度
の251件から増加したためであります。

第33期………前事業年度より売上高及び経常利益が増加し、当期純利益も増加しております
が、これは主力の自社不動産売買事業において、販売件数が327件と前事業年度
の275件から増加したためであります。

第34期………既述の「１．会社の現況に関する事項 (1)事業の経過及びその成果」をご参照
ください。

― 1 ―



(2) 主要な事業内容

当社は主として、次の事業を行っております。
　

不動産売買事業 自社不動産売買事業

不動産売買仲介事業

不動産賃貸事業 不動産賃貸仲介事業

不動産管理受託事業

自社不動産賃貸事業

不動産関連事業 リフォーム事業

保険代理店事業

ネットショッピング事業

そ の 他 事 業 介護福祉事業

（注）平成29年６月１日で、不動産関連事業のネットショッピング事業は、廃止いたしました。

　

(3) 主要な営業所

名 称 所 在 地

本 店 山口県下関市岬之町11番46号

新 下 関 店 山口県下関市川中本町二丁目３番１号

周 南 店 山口県周南市三番町三丁目８番地

山 口 店 山口県山口市中央三丁目２番５号

宇 部 店 山口県宇部市中野開作440番地１

おのだサンパーク店 山口県山陽小野田市中川六丁目４番１号

福 岡 支 社 福岡県福岡市博多区博多駅中央街８番１号

北 九 州 門 司 店 福岡県北九州市門司区柳町一丁目３番30号

北 九 州 小 倉 店 福岡県北九州市小倉北区昭和町13番13号

北 九 州 八 幡 店 福岡県北九州市八幡西区船越三丁目６番６号

飯 塚 店 福岡県飯塚市新飯塚15番10号

赤 間 駅 南 口 店 福岡県宗像市栄町12番６号

千 早 駅 前 店 福岡県福岡市東区水谷二丁目51番15号

福 岡 南 店 福岡県春日市昇町四丁目79番地

ＪＲ久留米駅前店 福岡県久留米市中央町１番１号

佐 賀 駅 店 佐賀県佐賀市駅前中央一丁目11番20号

広 島 安 佐 南 店 広島県広島市安佐南区中筋二丁目７番８号

大 分 店 大分県大分市大字椎迫五組８
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(4) 従業員の状況

従 業 員 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

122名 11名増 38.3歳 5.1年

(注) 1.従業員数は、就業人員数（社外への出向者、社外からの出向者はおりません。）であります。
2.上記従業員数には、パートタイマー及びアルバイトは含まれておりません。

　

(5) 主要な借入先の状況

借 入 先 借 入 金 残 高

株 式 会 社 山 口 銀 行 463,593千円

株 式 会 社 広 島 銀 行 119,179
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２．当社が発行する株式に関する事項

(1) 発 行 可 能 株 式 総 数 4,000,000株
（注）平成29年５月２日開催の取締役会決議により平成29年６月１日付で普通株式１株を２株とする

株式分割が実施され、同日付の取締役会で定款の一部変更が決議されたため、発行可能株式総
数は4,000,000株増加し、8,000,000株となっております。

(2) 発 行 済 株 式 の 総 数 1,356,200株（うち自己株式は202株）
（注）平成29年５月２日開催の取締役会決議により、平成29年６月１日付で普通株式１株を２株に分

割しております。これにより発行済株式総数は1,356,200株増加し、2,712,400株となっており
ます。

(3) 株 主 数 3,057名

　

(4) 大株主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

荻 野 利 浩 644,200 株 47.50 ％

東 武 住 販 社 員 持 株 会 27,900 2.05

大 阪 中 小 企 業 投 資 育 成 株 式 会 社 22,700 1.67

浜 本 憲 至 22,400 1.65

若 杉 精 三 郎 19,000 1.40

荻 野 し と み 16,800 1.23

株 式 会 社 西 京 銀 行 15,000 1.10

磯 本 憲 二 14,000 1.03

吉 岡 裕 之 11,500 0.84

株 式 会 社 Ｓ Ｂ Ｉ 証 券 10,000 0.73

(注）持株比率は、自己株式（202株）を除いて計算しております。

　

(5)その他株式に関する重要な事項

株式の流動性を高めるとともに、個人を中心に投資家層の拡大を図ることを

目的として、平成29年６月１日付で、１株につき２株の割合をもって株式分割

を実施いたしました。

３．会社の新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。
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４．業務の適正を確保するための体制の整備に関する事項

（1）決議の内容の概要

①取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

取締役は、月１回以上開催する取締役会において、法令、定款及び取締役会

規程等に基づき、重要な事項に関する審議・決定及び取締役の職務執行状況に

関する報告を行う。取締役は、忠実義務及び善管注意義務に従い職務を執行す

るとともに、コンプライアンス体制の充実及び使用人の監督・指導を行う。

当社は、監査役会を設置し、監査の独立性及び実効性の向上に努める。

監査役は、各取締役及びその監督下にある使用人から、取締役の職務に関す

る情報を適宜聴取するとともに、取締役会に出席し、取締役の職務執行状況の

適法性及び適正性について監査を行い、必要に応じて意見を述べる。

また、会計監査人を設置し、専門的かつ独立的な会計監査を受ける。

　

②取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

取締役の職務執行に係る文書・電磁的記録については、機密等に配慮すると

ともに、文書管理規程に従って保存及び管理を行うものとする。

なお、上記文書・電磁的記録は、監査役からの閲覧の請求に適時応じる体制

を構築する。

　

③損失の危険の管理に関する規程その他の体制

各部門及びリスク管理委員会はリスク管理・緊急時対応規程に基づき、リス

クの抽出・調査及び対応策の立案・実行を行う。また、連絡網を整備して、リ

スク管理委員会が各部門に所属する使用人から、必要に応じて情報を収集する

体制を構築する。

全社的なリスクの管理については、リスク管理委員会が行い、各部門の所管

業務に付随するリスクの管理については、当該各部門が行う。

リスクに関する諸問題が発生した場合は、全社横断組織として緊急対策委員

会を設置し、対処する。さらにＢＣＰを定めて、事業存続に関する緊急時のリ

スクを認識し、発生時に迅速に対応するため、平時より適正かつ有効な対策や

対応態勢を整備し、社内に周知することに努める。

　

④取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

取締役は、取締役会で決定した管掌範囲において、収集された職務に関する

情報の処理の迅速化、情報の伝達ルートの最適化及び情報の共有化等を促進す
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ることで、職務執行の効率化に努める。また、取締役は、使用人に対しても、

業務の効率化について、指導を行う。

各組織の業務分掌、各職位の職責及び権限は、組織規程、業務分掌規程及び

職務権限規程等により明文化することで、業務分掌及び指揮命令系統を明確化

する。

　

⑤使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

当社は、倫理・コンプライアンス規程に基づき、日常的なコンプライアンス

意識の高揚、コンプライアンス体制の明確化を行うものとする。

また、代表取締役社長の直轄組織として、内部監査室を設置し、法令及び社

内ルールの遵守状況等について、内部監査を行う。

さらに、内部通報体制について、内部通報規程に定め、通報者の保護を図る

とともに、不正行為の早期発見と是正に努める。

　

⑥監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該

使用人に関する事項及び当該使用人の取締役からの独立性に関する事項並び

に当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

監査役の要請がある場合には、監査役及び監査役会の職務を補助すべき使用

人を監査役会で選任し、当該使用人に対する指揮命令権は監査役会に委譲され

たものとして、取締役からの独立性を確保する。また、当該使用人は、監査役

の指示に従って、専らその監査職務の補助を行うものとする。

なお、当該使用人に対する人事評価及び懲戒をする場合には、監査役会の同

意を要するものとする。

　

⑦取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制

監査役は、取締役会その他重要会議への出席、日常の監査により、重要事項

の報告を受ける。

取締役及び使用人が監査役及び監査役会に報告すべき重要事項は、次のとお

りとする。

ア）取締役及び使用人の法令違反、不正行為等

イ）取締役及び使用人の競業的行為、当社を相手方とする取引、内部者取引

等

ウ）財務諸表に甚大な影響を与える緊急・非常事態

エ）その他、当社の経営に関わる重要な事項及び当社に重大な影響を及ぼす
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事項

　

⑧監査役へ報告した者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受け

ないことを確保するための体制

就業規則を運用すること等により、監査役への報告を理由に当該報告者が不

利な取扱いを受けない体制を構築する。

　

⑨監査役の職務の執行について生じる費用の前払又は償還の手続その他の当該

職務の執行について生じる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項

監査役がその職務の執行について生じる費用の前払又は償還等の請求をした

ときは、当該監査役の職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、速や

かに当該費用又は債務を処理するものとする。

　

⑩その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

監査役は、原則として毎月１回監査役会を開催し、監査役間の情報交換・協

議を行うことにより、監査の実効性を高める。

また、監査役は、代表取締役社長、内部監査室、会計監査人と定期的に会合

を持ち、それぞれ意見交換を行うことにより監査の実効性を高める。

さらに、監査役は、内部監査室、会計監査人等と連携することにより、監査

の網羅性等を確認するほか、独自に外部専門家（弁護士、公認会計士等）に対

し、その意見を求めることができることとする。

　

⑪反社会的勢力排除に向けた体制

取締役及び使用人は、反社会的勢力とは一切関係を持たない旨を反社会的勢

力排除の基本方針に掲げ、反社会的勢力対策規程及び反社会的勢力対応マニュ

アルを整備する。

また、反社会的勢力排除に関する社内研修の実施、外部の専門機関との連携

による情報の収集等を行う。

　
（注）ＢＣＰとは、事業継続計画ともいいます。自然災害等の緊急事態に遭遇した場合において、事

業資産の損害を最小限にとどめつつ、中核となる事業を継続させる、あるいは早期復旧を目指
すために、平常時の活動や緊急時の事業継続のための方法、手段等を取り決めておく計画のこ
とです。
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（2）体制の運用状況の概要

当事業年度における業務の適正を確保するための体制の運用状況は次のとお

りであります。

①取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

ア）取締役会は18回開催され、取締役会規程に基づく重要な審議が行われた

ほか、取締役の業務執行や訴訟等の発生事案に関する報告が行われまし

た。また、取締役会の書面決議が４回行われ、すべての議案について取

締役の同意が得られたうえ、監査役の異議がないことを確認しました。

イ）取締役は、取締役会で決議された事項について後の取締役会で実施状況

を確認したほか、取締役の業務執行報告等を通して、他の取締役の業務

執行の監督を行いました。

ウ）監査役は、取締役会等の重要な会議に出席し、取締役の職務執行状況を

確認して意見を述べました。また、監査計画書に基づき業務執行状況の

調査を行って、取締役の職務執行の監査を行いました。

　

②取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

ア）取締役会にて重要な事項や業務執行状況を審議・報告し、議事録を作成

したうえで、これを適切に保存・管理しました。

イ）業務執行に係る重要な情報、決定事項、社内通達等を、所管部署にて作

成し、適切に保存・管理しました。

ウ）文書管理規程につき保管書類に関する規定を一部改定しました。

　

③損失の危険の管理に関する規程その他の体制

ア）リスク管理委員会を３回開催し、既出のリスクについて検証を行ったほ

か、新たなリスクの抽出・調査及び対応策の立案・実行を行いました。

その結果、規程を新設したほか、社内の報告体制を改めました。

イ）ＢＣＰ（事業継続計画）に関連する規程を改定し、緊急対策委員会の設

置場所を変更しました。また、ＢＣＰに基づく訓練を実施したほか、従

業員に対するアンケートにより実態の調査を行いました。

ウ）従業員の残業に関する実態調査を行い、報告漏れの残業代を支払いまし

た。就業時間の管理を周知徹底する等して未払い残業代の発生防止に努

めております。また、新たな勤怠システムの導入を計画しております。

エ）リスク管理を強化すべく経理規程及び関連する規程等を改定しました。
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オ）リスク情報報告基準を新設し、報告漏れの防止に努めました。

　

④取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

ア）組織規程、業務分掌規程、職務権限規程、稟議規程及び役員規程を一部

改定しました。

イ）内部通報規程、リスク管理緊急時対応規程、就業規則を改定し、社内の

報告相談窓口を広げるとともに情報共有の仕組みを構築し、代表者を含

む全役員に迅速に情報伝達する態勢を整えました。

ウ）新人事制度により、従業員個々の目標管理制度を導入したことに伴い、

人事考課・賞与考課・昇格等の算出資料、基準・条件等を改定しました。

これらにより人事評価制度の精度向上を図り、公正かつ公平な人事体系

を構築してまいります。

エ）業務管理に資する財務データについては、会計システム等により作成さ

れた資料が適時・適切に取締役に提供されました。

　

⑤使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

ア）朝礼において社訓等を読むことにより、コンプライアンスの意義につい

て全社員が確認することを継続実施しております。

イ）内部監査室は監査計画に基づいて監査を実施いたしました。

ウ）年間のコンプライアンス研修計画が策定され、管理職勉強会が月次で実

施されました。

エ）就業規則及び懲罰委員会規程を適正に運用いたしました。

オ）倫理・コンプライアンス規程が改定され、実態にあわせて一部業務の簡

素化が実施されました。

　

⑥監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該

使用人に関する事項及び当該使用人の取締役からの独立性に関する事項並び

に当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

　特記すべき事項はありません。

　

⑦取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制

ア）取締役は、毎月の定例取締役会において職務執行状況の報告を行いまし

た。また、取締役会の決議事項に関する進捗状況等を次回の取締役会で

報告しました。
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イ）監査役が行う事業所往査において、使用人は法令等の遵守状況や経営計

画の進捗状況等について監査役に報告を行いました。

ウ）業務上のトラブル及び訴訟案件について監査役に報告が行われました。

エ）適正な会社運営に資するよう内部通報規程を改定しました。

　

⑧監査役へ報告した者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受け

ないことを確保するための体制

就業規則等において、監査役へ報告した者が不利な取扱いを受けること

を禁止する旨の条項があり、適切に運用しております。
　

⑨監査役の職務の執行について生じる費用の前払又は償還の手続その他の当該

職務の執行について生じる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項

監査役の費用請求については、適正に処理されました。
　

⑩その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

ア）監査役会は15回開催され、監査役会規程に基づく協議がなされたほか、

監査役間での情報交換が行われました。

イ) 常勤監査役は随時、内部監査室及び会計監査人と会合を開き、監査結果

に関する意見交換を行いました。

ウ）常勤監査役及び社外監査役は随時、業務執行取締役に対してヒアリング

あるいは意見交換を実施するとともに、社外取締役と情報交換及び意見

交換を行いました。

エ）常勤監査役は従業員向けの広報誌を発行し、従業員との信頼関係の向上

を図りました。
　

⑪反社会的勢力排除に向けた体制

ア）社内向け勉強会で反社会的勢力に関する演題を取り上げたほか、反社会

的勢力との取引防止に関する仕組みについて周知を図りました。

イ）反社会的勢力からの申込等の早期発見に努め、反社会的勢力との取引を

未然に防止するよう努めております。

　

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
(注) 本事業報告中の記載金額は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

（平成28年６月１日から
平成29年５月31日まで）

(単位：千円)

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式
株主資本
合 計

資本準備金
資本剰余金
合 計

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合 計

別途積立金
繰越利益
剰 余 金

当 期 首 残 高 302,889 258,039 258,039 1,870 320,000 1,082,993 1,404,863 △254 1,965,537

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 － － － － － △61,021 △61,021 － △61,021

当 期 純 利 益 － － － － － 379,113 379,113 － 379,113

自 己 株 式 の 取 得 － － － － － － － △68 △68

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )

－ － － － － － － － －

当 期 変 動 額 合 計 － － － － － 318,091 318,091 △68 318,023

当 期 末 残 高 302,889 258,039 258,039 1,870 320,000 1,401,085 1,722,955 △323 2,283,560

評価・換算差額等

純資産合計その他
有価証券

評価差額金

評価・換算
差額等合計

当 期 首 残 高 2,506 2,506 1,968,043

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 － － △61,021

当 期 純 利 益 － － 379,113

自 己 株 式 の 取 得 － － △68

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )

1,448 1,448 1,448

当 期 変 動 額 合 計 1,448 1,448 319,471

当 期 末 残 高 3,954 3,954 2,287,515

(注) 記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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個 別 注 記 表

（平成28年６月１日から
平成29年５月31日まで）

【 重要な会計方針 】

１．資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

時価のあるもの

…期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定）

時価のないもの

…移動平均法による原価法

(2) 棚卸資産の評価基準及び評価方法

販売用不動産、仕掛販売用不動産等及び商品

…個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算

定）

貯蔵品

…最終仕入原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

　

２．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法（ただし、平成10年４月１日以後に取得した建物（附属設備を除く）並びに平成28年４

月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物については定額法）を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建 物 14～50年

構 築 物 10～20

車 両 運 搬 具 ３～６

工具、器具及び備品 ５～10

(2) 無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいてお

ります。
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(3) リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

(4) 長期前払費用

均等償却を採用しております。

３．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

売上債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しておりま

す。

(2) 完成工事補償引当金

完成工事に係る瑕疵担保の費用に備えるため、完成工事高に対する将来の補償見込額を過去の

補償割合に基づいて計上しております。

　

４．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。ただし、資産に係る控除対

象外消費税及び地方消費税は、発生事業年度の期間費用として処理しております。
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【 追加情報 】

( 繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用 )

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３

月28日）を当事業年度から適用しております。
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【 貸借対照表に関する注記 】

１．担保に供している資産及び担保に係る債務

(1) 担保に供している資産

建 物 71,827千円

土 地 60,653

計 132,481

(2) 担保に係る債務

短 期 借 入 金 255,000千円

1年内返済予定の長期借入金 32,000

計 287,000

２．有形固定資産の減価償却累計額 180,817千円

３．取締役に対する金銭債務 195千円
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【 株主資本等変動計算書に関する注記 】

１．発行済株式の種類及び総数

株式の種類
当事業年度期首
株式数(株)

当事業年度増加
株式数(株)

当事業年度減少
株式数(株)

当事業年度末
株式数(株)

普通株式 1,356,200 ― ― 1,356,200

２．自己株式の種類及び数

株式の種類
当事業年度期首
株式数(株)

当事業年度増加
株式数(株)

当事業年度減少
株式数(株)

当事業年度末
株式数(株)

普通株式 173 29 ― 202

３．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決 議 株式の種類
配当金の

総額(千円)
１株当たり
配当額(円)

基 準 日 効力発生日

平成28年８月30日
定時株主総会

普通株式 61,021 45
平成28年
５月31日

平成28年
８月31日

　

(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

平成29年８月29日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を次のとお

り提案しております。

① 配当金の総額…………………………………………………61,019千円

② １株当たり配当額……………………………………………………45円

③ 基準日…………………………………………………平成29年５月31日

④ 効力発生日……………………………………………平成29年８月30日

なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。
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【 税効果会計に関する注記 】

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

資産除去債務 20,946千円

棚卸資産評価損 5,558

未払費用 10,862

減損損失 5,280

その他 15,853

繰延税金資産小計 58,500

評価性引当額 △2,387

繰延税金資産合計 56,113

繰延税金負債

資産除去債務に対応する

除去費用の資産計上額
△9,838

その他 △1,751

繰延税金負債合計 △11,589

繰延税金資産の純額 44,523
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【 金融商品に関する注記 】

１．金融商品の状況に関する事項

当社は、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借入により資金を

調達しております。

借入金の使途は販売用不動産取得資金・運転資金（主として短期）及び設備投資資金（長期）で

あります。

　

２．金融商品の時価等に関する事項

平成29年５月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりで

あります。

(単位：千円)

貸借対照表計上額 (※) 時 価 (※) 差 額

(1) 現金及び預金 438,824 438,824 ―

(2) 売掛金 25,012 25,012 ―

(3) 投資有価証券

その他有価証券 22,795 22,795 ―

(4) 買掛金 (102,641) (102,641) ―

(5) 短期借入金 (296,800) (296,800) ―

(6) 未払金 (61,895) (61,895) ―

(7) 未払法人税等 (93,635) (93,635) ―

(8) 長期借入金 (436,797) (433,443) △3,353

(9) リース債務 (6,574) (6,510) △63

(※) 負債に計上されているものについては、( ) で示しております。
(注) １．金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項

資産
(1) 現金及び預金、(2) 売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳
簿価額によっております。

(3) 投資有価証券
これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。

負債
(4) 買掛金、(5) 短期借入金、(6) 未払金、(7) 未払法人税等

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳
簿価額によっております。

(8) 長期借入金、(9) リース債務
これらの時価については、元利金の合計額を同様の新規借入又は新規リース取引を行

った場合に想定される利率で割り引いて算定する方法によっております。なお、上記表
にはいずれも１年以内に返済予定のものを含んでおります。

２．非上場株式（貸借対照表計上額955千円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フロ
ーを見積ること等ができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「（3）投
資有価証券 その他有価証券」には含めておりません。
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【 賃貸等不動産に関する注記 】

１．賃貸等不動産の状況に関する事項

当社は、山口県下関市その他の地域において、賃貸用のオフィスビル（土地を含む。）等を有し

ております。

２．賃貸等不動産の時価等に関する事項

(単位：千円)

貸 借 対 照 表 計 上 額 時 価

137,246 172,729

(注) １．貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額で
あります。

２．当事業年度末の時価は、主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した金額
（指標等を用いて調整を行ったものを含む。）であります。

　

【 1株当たり情報に関する注記 】

１株当たり純資産額 843円48銭

１株当たり当期純利益 139円79銭

(注)当社は、平成29年５月２日開催の当社取締役会の決議に基づき、平成29年６月１日付で普通株
式１株を２株に株式分割いたしました。当事業年度の期首に当該株式分割が行われたものと仮
定して１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益を算定しております。
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【 重要な後発事象に関する注記 】

（ 株式分割 ）

当社は、平成29年５月２日開催の取締役会決議により、平成29年６月１日を効力発生日として株

式分割を行っております。

１．株式分割の目的

当社株式の流動性向上と投資家層の拡大を図るためであります。

２. 株式分割の概要

(1) 分割の方法

平成29年５月31日を基準日とし、同日の最終の株主名簿に記載または記録された株主の所有

する普通株式１株につき、２株の割合をもって分割いたしました。

(2) 株式分割により増加する株式数

株式分割前の発行済株式総数 1,356,200株

今回の分割により増加する株式数 1,356,200株

株式分割後の当社発行済株式総数 2,712,400株

(3) 分割の日程

基準日 平成29年５月31日

効力発生日 平成29年６月１日

なお、当該株式分割による影響については、「１株当たり情報に関する注記」に記載してお

ります。
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